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１．問題意識
『世界開発報告書２０００』によれば，１日１ドル以下
で暮らす人々が，世界の総人口のほぼ５分の１を占め
ている。そうした現状に対して，２０００年に開催された
国連「ミレニアム・サミット」では，国際社会が緊急
に取り組むべき課題として，極度の貧困および飢餓の
撲滅が開発目標の第一番目に取り上げられた。２００４年
には，世界人口の半分が１日２ドル未満で生活し，そ
のうちの約１１億人が１日１ドル未満で生活していた。
ここで問題とされている貧困と格差の状況は，経済的
な指標によって検証されたものであるが，貧困対策を
語る時，とりわけ未来を担う子供たちに注目する時，
貧困問題の持続的な解決を図るための最優先課題は，
教育というより具体的な形を取って現れてくることに
なる。その意義は一般的な理念にはとどまらない。な
ぜなら，教育は工業や農業における労働生産性の向上
をつうじて，経済成長を持続させる経済効果をもつか
らである。
経済哲学者アマルティア・センは，貧困を克服する
処方箋として，経済的な開発政策とは別の次元にある
人間としての「潜在能力」に着目することの重要性を
指摘している。彼の言う「潜在能力」という考え方が
教育に示唆するところは大きい。「潜在能力」は，も
ちろん何らかの契機によって顕在化する可能性を待っ
ている。その意味で，この考え方は教育的な働きかけ
の重要性を当初から想定しており，事実，センは教育
と保健の重要性を真っ先にあげているのである。健康
な身体は貧困に打ち克つための最小限必要な条件であ
り，基礎教育は，「潜在能力」に作用して能力の顕在
化を促す役割を担っている。この考え方が，「国連開
発計画」（UNDP）においては「人間開発」という新
しい開発のパラダイムを生み出し，また世界銀行にお
いては「万人のための教育」世界会議の開催をもたら
したのである。これらの動きの底流には，「潜在能力」
と基礎教育の重要性という考え方が強く結びついて存
在しているのである。
近年，世界的に貧困問題が大きく取り上げられ，貧
困撲滅のためにさまざまな運動や政策が展開されてい
るが，貧困問題の解決は未だ困難な状況にある。中国
では国土開発計画が繰り返し策定され，インフラ整備
や地方への工場立地の優遇措置など，いわゆる産業の
地方分散政策と経済成長政策が講じられてきた。その
ためもあって，１９７８年時点では２億５，０００万人に達し
ていた貧困人口は，１９８５年には１億２５００万人へと大幅
に減少した。しかし，その後貧困人口の減少のテンポ
は緩慢になった。２００７年には貧困人口は４，５００万人ま
でに減少したものの，都市部における貧困問題が深刻
化して都市部の貧困人口はむしろ増加傾向にある。ま
た，産業集積は都市部とくに沿海部を中心とした大都
市とその周辺に集中しており，地方圏への工場誘致は
思うようには進んでいない。
こうした現状を踏まえるならば，中国における貧
困・格差の是正に関しては，以下のような論点を指摘
することが可能であろう。第一は，格差是正政策の重
要性が認識されながら，何故に十分な成果をあげられ
なかったのかという点である。一部の政策（例えば戸
籍制度や教育制度）が変更されなかったために，格差
是正政策が十分には機能し得なかったことが考えられ
る。グローバリゼーションの進展によって国際的な産
業誘致競争が展開されているが，それに見合うような
人的資本の育成が図られなかったのである。第二は，
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先のような問題の根本にある論点となるが，地域格差
を規定する要因はいったい何かという点である。開発
途上国の所得格差や地域格差を語る際，必ずといって
よいほど言及されるのがクズネッツの「逆 U字仮説」
である。初期の格差が市場メカニズムによって自動的
に縮小していくものであるならば，地域格差是正政策
は必要ないことになるが，現実の地域格差や政策展開
の経緯をみれば，それほど単純なものではないことが
わかる。
本論文では，中国における貧困・格差の原因を探求
しながら，「社会的能力の育成」の重要性とその具体
化の必要性を指摘している。義務教育によって付与さ
れる基礎学力は，たんに知識量の増加にとどまらず，
子供が自らの環境に働きかけ，将来を開拓していく力
の涵養をめざしている。そこで本研究では，「社会的
能力の育成」の重要性を指摘し，学校教育では子供，
とくに農村部における子供の基礎的能力の開発を重視
するのみならず，中国の発展段階と特性に見合った，
基礎的な技術や労働倫理を備えた国民層を広く育成す
ることの意義を説いている。そのためには，学校教育
や職業訓練・研修制度の充実が不可欠である。また，
人的資本を蓄積していくための前提として，保健衛生
制度の整備による健康な国民の育成が必要となる。
２．研究の主たる内容
本論文は，序章を含めて５章から構成されている。
以下，各章ごとに主な研究内容を要約的に述べておこ
う。
まず第１章「貧困と格差に関する理論研究の発展と
到逹点」では，貧困概念の国際的な動向について考察
した。貧困概念の捉え方とその発展をたどり，貧困の
定義は社会状況によって変化を見せており，超歴史的
にとらえられるものではないことを示した。社会問題
としての貧困は，貧窮がごく例外的な事象として限定
的に理解された「恤救」という把握から，低賃金や不
安定就労，長時間労働などにもとづく「近代的貧困」
として取り上げられるようになった。そして，B．S．
ラウントリーの貧困概念にもとづいて，貧困は「最低
生活費」という尺度において把握される経済的な生活
困窮と規定された。この段階では，貧困は経済的ある
いは物質的な意味での困窮として把握されていたので
ある。
１９５０年代から６０年代にかけて，物質的な困窮という
意味での「貧困」が徐々に見えにくくなる一方，生活
に必要とされるようになったさまざまな新しい財貨や
サービスを利用し享受することのできない人々の問題
を新たに出現させた。P．タウンゼントは，貧困概念
は絶対的な最低水準の生活で決まるものではなく，年
齢，職業，性といった人々の属性と生活パターン，習
慣，居住の状況などの社会的な影響を考慮しなければ
ならないと主張した。こうした考え方は「相対的貧困」
論として発展していった。社会的剥奪という概念は，
この「相対的貧困」論のひとつの到達点である。こう
して，貧困概念は物質的な困窮のレベルから「生活の
標準」のレベルにまで発展してきた。すなわち，これ
らの人々の生活資源が平均的な個人や家族が享受でき
る生活資源を著しく下回っており，その結果，通常の
生活や慣習，活動などから排除されている状態にある
ことを意味するようになった。さらにタウンゼントは，
所得の低下によって「社会的剥奪」に陥る限界点を指
摘して貧困測定の指標とし，合計５０指標からなる「物
質的デプリベーション」指標について考察した。
１９７０年代半ば以降の西欧諸国では，技術革新と経済
構造変動に起因する「新しい貧困」が問題視されるよ
うになった。これは国際労働力移動の増加，長期的大
量失業の発生，社会福祉の後退，労働市場の不安定化
といった雇用環境の悪化，およびそれらに起因する生
活水準の低下などに直面した人々を取り巻く諸問題を
意味していた。このような背景の下で「社会的排除」
という考え方が登場した。そこでいう貧困とは，人々
の社会参加を可能とするさまざまな条件が欠如した状
態が継続することによって，人々の社会参加が阻害さ
れていく過程をさしている。そしてセンは，貧困ライ
ンの考え方を「物質崇拝主義」であると批判して，人
間に基本的に必要な機能が働いているのかどうかを直
接的に問うべきであるとして，「潜在能力アプローチ」
を提唱した。センの言う貧困とは基礎的な潜在能力
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（capability），すなわち個々人に与えられた選択の幅
や自由度が欠如している状態のことであり，個々人の
潜在能力を拡大させることの重要性を重視した。この
ように，恤救から相対的貧困へ，相対的貧困から社会
的剥奪へ，社会的剥奪から社会的排除へと貧困概念は
進化を遂げてきており，今日では人間の潜在能力を生
かす自由がない状態へと広げられてきている。
続く第２章「中国における格差拡大要因としての『改
革・開放』政策のあゆみ」では，中国における「改革・
開放」政策の展開過程を振り返りつつ，その背後に存
在した地域格差をめぐる問題を検討した。大橋は「中
国の経済改革はしばしば漸進主義に特徴づけられる」
と指摘しているが，そうした経済改革のもとでは，さ
まざまな分野で進んだ部分と旧来のまま残された部分
が同時に存在することになり，進んだ部分での改革の
成功自体が残された部分との間の格差を拡大しクロー
ズアップさせるという状況を生むことになる。
「改革・開放」政策は，重工業の発展を重視すると
ころから始まるのであるが，まず，改革の初期には，
農村部では生産請負制が普及することによって，農家
の労働に対するインセンティブが引き出された。また
郷鎮企業の発展は，農村の過剰労働力を吸収する雇用
の受け皿としての役割を果たした。その結果，郷鎮企
業の発展は農民の農業外収入の増加へと繋がっていっ
た。郷鎮企業の発展は大きく三つの時期に分けること
ができる。７８年から８８年までの躍進期，８９年から９０年
にかけての調整期，そして９１年以降の発展期の三つで
ある。まず，躍進期であるが，この時期は農村経済の
改革期として位置づけられている。郷鎮企業について
言えば，農村経済に対する一連の改革によって，企業
活動の範囲が拡大していった時期ととらえることがで
きる。郷鎮企業の前身である社隊企業において，経営
者の経営自主権が次第に拡大し，市場原理にもとづく
経営環境が制度的に整備され，企業数や総生産額も急
増した。８９年からの調整期には，インフレの昂進と社
会秩序の混乱等に対処するために，経済的な引き締め
や調整政策が採用された。この影響で，この時期郷鎮
企業の多くが倒産し整理・淘汰されている。国家重点
企業と原料等で競合する郷鎮企業，環境汚染をもたら
した郷鎮企業，さらには経済効率の悪い郷鎮企業に対
して，転業や廃業を促す措置がとられたのである。８９
年から９０年の２年間だけで約６０万社が消滅したと言わ
れている。
９１年以降郷鎮企業の経営は新たな局面に入った。こ
の時期の特徴は，それまで自律的に発展してきた郷鎮
企業を，国家の産業政策にもとづいて整理し，国の経
済発展や地域間経済格差の是正に利用しようとする動
きが見られたことである。例えば，９３年の「中西部地
区郷鎮企業の発展を早めることに関する決定」のなか
には，「郷鎮企業の発展を早めることを以て，中西部
地区の経済活動の一つの戦略重点にする」という決定
が盛り込まれていた。一方，国有企業の改革の過程の
なかで企業に対する自主権の付与が順次行われていっ
た。その過程では，終身雇用制度の適用範囲が縮小さ
れて労働契約制が導入されたために，労働市場には失
業者が生まれた。下崗（＝リストラのこと）そのもの
は１９９３年から発生しているが，１９９５年頃からその規模
が拡大し，登録失業者を含めた総失業者数は概ね１４００
～１５００万人に増加した。こうして新たな貧困問題が登
場してきたのである。
第３章「中国における貧困・格差対策の変遷」では，
農村と都市の貧困・格差の現状を概観し，そうした現
状に対していかなる政策が採用され，それがどのよう
に実行されてきたのかを紹介し，そうした対策の形成
と変遷に関して検討した。農村部における貧困・格差
対策の動向を概観すると，四つの時期に区分できる。
第一期（１９７８～１９８５年）では，主に土地請負経営制度
の実施を通じて，農民の労働に対するインセンティブ
を引き出し，収入の増加によって貧困を削減しようと
した。その結果，１９７８年の貧困人口は２．５億人（農村
人口の３１％）だったが，１９８５年には１．２５億人（農村人
口の１５％）にまで大幅に減少した。第二期（１９８６～１９９３
年）の１９８６年に，中国政府は「貧困地域経済開発指導
委員会」という専門機構を設立した。この時期，中国
政府は農村部に絶対的な貧困が存在していることを初
めて公式に認め，そのうえで「貧困県」を指定し，税
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の恩恵政策を導入し，資源開発プロジェクトを通じて
生活環境を改善し，就業機会を増やし，農家の所得を
増大させた。こうした諸政策の結果，農村における貧
困人口は４，５００万人減少した。
第三期（１９９４～２０００年）では，政府の援助対象は貧
困県からさらに掘り下げられて，貧困村と貧困世帯が
対象とされた。また援助資金を大幅に増加し，三つの
扶貧プロジェクト（低ローン貸付，財政無償資金，以
工代賑）が実施された。救済の対象となる貧困世帯は，
法定の扶養義務者がいないかあるいは扶養義務者に扶
養する能力がなく，本人に労働能力がなく，しかも経
済的収入源のない人という三つの条件を満たし，さら
に，高齢者・障害者・未成年者に限定された。その結
果，貧困人口は５，０００万人減少した。第四期（２００１年
～）では，貧困人口の多くが自然条件の劣悪な西部地
域に集中していたため，政府は「西部大開発」を実施
し，西部地域の発展に力を入れた。その結果，貧困者
数は６７万人にまで減少した。他方，都市部では国有企
業の民営化によって失業者が生まれ，農村から「農民
工」が出稼ぎに来たこともあって，所得格差が拡大し
た。また戸籍制度の影響で格差がさらに拡大していく
ことになった。
中国における貧困対策の変遷をたどるなかで，中国
の貧困対策の成果とともに限界も浮かび上がってくる。
具体的に言えば，貧困線の設定が低すぎるのである。
また，政府は資源やサービスの供与面の整備に終始し，
これらを受け取る側である地域社会の資源の管理や運
用能力の育成を怠ったために，貧困層はそれらを十分
に活用できなかった。そうしたこともあって，結果と
して貧困から脱出できなかったのである。８０年代後半
に入ると，このような政策が見直されるようになり，
貧困層の社会経済的側面に対する支援の必要性が認識
されはじめた。こうして，生存保障という基本理念に
立って，住民がその生産と生活のために必要とする資
源やサービスが欠如した状況を克服するためのアプロ
ーチが着目されるようになり，教育の重要性が指摘さ
れることになった。
第４章「『転換期』中国における貧困の現状」では，
中国における一連の「改革・開放」政策のもとでの貧
困と格差の状況について考察した。周知のように，中
国経済が高成長を遂げてきた一方で，資源の不足，環
境の破壊や貧困・格差などの問題が表面化して，ます
ます深刻な社会問題化している。経済成長，貧困，そ
して不平等（所得格差）の「三者関係」に関する開発
経済学者の論考が注目されるようになってきており，
「貧困者のための経済成長」（Pro-poor Growth）とい
った新たなテクニカル・タームも生まれるなど，現在
では「三者関係」をめぐる議論が盛んに行われるよう
になっている。
まず，中国の長期にわたる高度成長を，全要素生産
性の手法によって分析すると，全期間をとおして，１
人当たり資本ストックの増加が，経済成長の５割近く
の寄与度をもつもっとも重要な要因であったことがわ
かる。こうした「粗放型成長」のパターンで中国経済
の高成長を維持するには限界がある。経済の持続的な
成長のためには，人的資本を向上させることが必要と
なる。省間の経済格差と都市部・農村部および階層間
の経済格差の現状を，所得，消費，医療などの側面か
ら公式統計データにもとづいて分析してみると，経済
格差が拡大しつつあることは明らかである。例えば，
中国の都市部におけるジニ係数の長期的な推移を見る
と，８０年代後半以降格差が拡大傾向にあることがわか
る。一方，農村部においては，２０００年以前にはジニ係
数から見た格差は拡大傾向にあったが，２０００年以降は
緩やかになっている。また全国で１億人を超えるとい
われる「農民工」（農村戸籍を持ち，都市に流出しあ
るいは地元で非農業に従事し，賃金を主な収入源とす
る者をさす）について，学歴や年齢，就職形態などの
属性を分析し，彼らの貧困状態を明らかにした。
第５章「広東省における農家経済生活調査の諸結果
と生活の特徴」では，この間急増を遂げた「農民工」
が生まれてきた背景の一端を，実態調査によって明ら
かにした。二重経済構造の下では，農村部における余
剰労働力が排出されることになるが，その移動パター
ンが農業部門から非農業部門に変化し，都市部におけ
る特殊な労働者である「農民工」を生んだ。その背景
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を明らかにするために，農村における農民の生活実態
を調査した。
中等学校に通っている学生に調査票を配布し，調査
票を家に持ち帰ってもらって世帯主に記入を依頼した。
調査対象郷の中等学校の在校生は９５６人であるが，兄
弟・姉妹が一緒に通っているケースが多いので，４００
枚のアンケート調査票を配り３８０枚を回収し，有効回
答枚数３５６枚を集計・分析の対象とした（回収率は９５％，
有効回収率は８９％）。アンケート調査を補足するため
に，２００５年８月にアンケート調査の回答者のうち世帯
主の職業別に５世帯，それ以外の高齢世帯２世帯とそ
の他の世帯を対象にインタビュー調査を実施した。ア
ンケート調査では，収入および消費支出を中心に尋ね
たが，それによれば低所得層が多く所得格差も大きい。
さらに所得額を月収十分位階級別に分析すると，下位
層ほど上位の階級に上がるための障壁が高いという実
態が浮かび上がった。
調査地区の分析結果は次の二つにまとめられる。第
一に，分析結果からすると，調査対象地区の人々の４
割（世帯主と配偶者）が小卒で教育水準は低く，それ
にも規定されて農業に従事している者が５割と高い。
そのために，１人当たり２００元（月額）以下の世帯も
一定程度存在し，所得水準も低い。第二に，義務教育
における「雑費」（教育費の自己負担分），とくに高校
や大学への進学費用は，農家の家計を大きく圧迫する
要因となっているために，進学を断念する人が多く，
そのことがまた教育水準を低めている。低い教育水準
と低い所得水準が，悪循環の構造を形成していること
が明らかである。
第６章「結論」では，これまでの分析を踏まえて，
中国における貧困対策の方向性を検討した。貧困者は，
自らの生産と生活に必要な基本的資源を部分的にしか
所有せず，またそれへのアクセスがきわめて限られた
状況に置かれている。こうした現状では，貧困者自身
が政策プログラムによる資源・サービスの提供に対し
てアクセスすることは困難である。十分な教育を受け
られないこと，あるいは教育を受ける機会さえも与え
られないことは，人の一生を限られたものにしてしま
う最大の要因の一つである。その結果として，人は自
らの可能性を十分に発揮することができなくなる。こ
のようにして可能性が奪われてしまうと，働き口を見
つけること，十分な報酬のある雇用機会にアクセスす
ること，自ら事業を興す才能を培うことなどが制限さ
れることになる。十分な教育を受けられないことが貧
困の主な原因となるのである。しかし，教育を受ける
ためには教育費用がかかる。それどころか，貧困世帯
の子供たちは，家計を補助するために働かざるを得ず，
就学の機会を奪われるのである。貧困は多くの人々が
適切な教育を受ける機会をも阻む。こうした貧困の悪
循環に陥ると，そこから抜け出すことは容易ではない。
その結果，貧富の差はますます拡大していくことにな
る。
貧困対策の政策課題としては，「社会的能力の育成」
（職業訓練等を通じて能力開発を行うこと）が重要で
あるが，そうした課題を考えるにあたっては，これま
での政策が十分に効果をあげることができなかった原
因を検討することが不可欠となる。そこには，貧困問
題の本質にも関わる問題が存在しているのではないか
と思われる。教育は，社会の公平性を実現するうえで
きわめて重要な要素である。誰もが教育を受けること
ができること，その「公共性」が保たれるべきであろ
う。そうした「公共性」は国民の利益に直結する問題
なのである。
３．今後の課題
中国における今後の貧困対策の課題としては，以下
の二つを指摘しておきたい。まず第一に，義務教育の
位置付けを変更する必要があることである。従来，義
務教育は識字といった基礎的な学習能力を育成するも
のとして位置付けられてきた。しかし，就職には卒業
証書が意味を持つものの，職場での経験も人的資源の
開発には有効である。中国においては，学歴や経験を
持たずに初めて労働市場に参入する労働者は，インフ
ォーマルな就業者となるケースが多い。それ故，イン
フォーマルな就業者の職業訓練を推進するための制度
の確立とその実現に向けた政策を提起し，彼らの職業
能力の向上に努めることが必要である。中等教育（義
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務教育）修了者を対象とした「中等教育から職業への
移行」に関するプロジェクトの必要性を提言しておき
たい。義務教育の修了後，個人が職業訓練を受けたり
普通高校に進学することを選択できるようにする。こ
うして学生自らの意思と適性に応じて多様な道を選択
できるようにする。さらには，職業訓練を受けるため
の費用はできうれば無料にすべきである。これらの選
択は，親の経済能力に影響されないようにすべきであ
り，公共政策の一環として実施されるべきである。こ
うした政策によって，新規学卒者の職業への円滑な移
行が可能になる。
そのためには，戸籍制度をなくして教育費の負担能
力や出身地域の違いが，進学するかどうかの意志決定
に影響しないようにしなければならない。現行の高校
授業料がきわめて高いために，農民や低所得層の生活
が圧迫されている。私学助成の充実と低所得層に対す
る学費の減免，奨学金制度の充実などを図る必要があ
る。その財源は，省レベルで統一して徴収し管理する
教育税によって賄われるべきであろう。こうした改革
によって，地域間の教育格差が解消されるという好ま
しい効果も期待できる。
第二に，社会保障における財政を全国レベルで統一
して管理することが重要である。貧困・格差からの脱
却を通じて，活力ある中国社会を実現するためには，
中長期的に国民のためのセーフティネットとしての社
会保障制度を整備することは重要な政策課題である。
とくに健康保険については，貧困者がアクセスできる
ような仕組みを構築しなければならない。具体的に言
えば，全国民を対象者とする考え方に立って，社会保
険方式から税方式に変更すべきではないかと思われる。
高成長による成果は，国民に適正に分配されるべきな
のではなかろうか。
188
 審査報告
審査委員（主査）高橋 祐吉
（副査）大橋 英夫
（副査）福島 利夫
１．論文の主題
国際社会が現在緊急に取り組むべき課題として，極
度の貧困および飢餓の撲滅があることは，いまさらこ
とあらためて指摘するまでもない。貧困と格差の状況
は，通常は所得等の経済的な指標によって検証される
ことが多いが，著者は，貧困問題の持続的な解決のた
めには，教育の重要性にこそ注目しなければならない
と言う。なぜなら，教育は人的資源の開発の根幹にあ
るものであり，労働生産性の向上をつうじて，持続的
な経済成長を可能にする経済効果をもつからである。
アマルティア・センが，貧困を克服するために，経済
的な開発政策とは別の次元にある人間としての「潜在
能力」に着目することの重要性を指摘したことは，よ
く知られている。彼の言う「潜在能力」が教育に示唆
するところは大きい。こうした考え方は，教育的な働
きかけの重要性を当初から想定しており，事実彼は保
健と教育の重要性を真っ先にあげたのである。健康な
身体は貧困克服のために最小限必要な条件であり，基
礎教育は「潜在能力」に作用して能力の顕在化を促す
ことになる。その延長線上に，「人間開発」という新
しい開発のパラダイムが生み出されたと言えよう。
経済大国であるとともに貧困・格差大国でもある中
国では，国土開発計画が繰り返し策定され，インフラ
整備や地方への工場立地の優遇措置などのいわゆる産
業の地方分散政策が講じられてきた。そのためもあっ
て，貧困人口は大幅に減少したと言われている。しか
しながら，近年は都市部における貧困問題が深刻化し
て貧困人口は増加傾向にある。また，産業集積は都市
部とりわけ沿海部を中心とした大都市とその周辺に集
中しており，地方圏への工場誘致は思うようには進ん
でいない。
こうした現状を踏まえたうえで，著者は中国におけ
る貧困・格差問題に関して，以下のような論点を指摘
している。第一に，貧困・格差を是正するための政策
の重要性が強調されたにもかかわらず，何故に十分な
成果をあげることができなかったのかという点である。
戸籍制度や教育制度の変更が見送られてきたために，
そうした政策が十分には機能し得なかったことが考え
られる。グローバリゼーションの進展によって国際的
な産業誘致競争が展開されているが，そうした動きに
対応しうるような人的資源の育成が図られなかったの
ではないかという疑問である。第二に，より根本的な
問題として地域格差を規定する要因は何かという点で
ある。開発途上国の所得格差や地域格差を語る際に，
よく言及されるのがクズネッツの「逆 U字仮説」で
ある。初期の格差が市場メカニズムによって自動的に
縮小していくものであるならば，地域間の格差是正政
策は必要ないことになるが，現実はそれほど単純なも
のではない。著者は，本論文をつうじてこうした問に
答えようとしているのである。
２．論文の概要
本論文は，上記のような問題関心に立って執筆され
ており，以下の５章から構成される。大きく区分すれ
ば，理論研究編（第１章），政策分析編（第２～４章），
実態調査編（第５章）の三部にまとめることができる。
以下，各章ごとにその概要を紹介しておこう。
第１章 貧困と格差に関する理論研究の発展と到達
点
第２章 中国における格差拡大要因としての「改
革・開放」政策のあゆみ
第３章 中国における貧困・格差対策の変遷
第４章 「転換期」中国における貧困の現状
第５章 広東省における農家経済生活調査の諸結果
と生活の特徴
結 論
第１章「貧困と格差に関する理論研究の発展と到達
点」では，貧困概念の歴史的な発展過程が整理されて
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いる。社会問題としての貧困は，例外的な事象として
理解された「恤救」から，低賃金や不安定就労，長時
間労働などを背景とした「近代的貧困」へと発展して
いく。この「近代的貧困」は，当初は「最低生活費」
という尺度によって把握される経済的な貧困として捉
えられていた。こうした絶対的な貧困は，戦後の経済
成長の過程で徐々に見えにくくなったものの，他方で
は，生活に必要とされるようになったさまざまな新し
い生活資源を利用し享受することのできない人々にお
ける貧困，いわゆる「相対的貧困」が問題とされるよ
うになった。「社会的剥奪」という概念は，こうした
相対的貧困をめぐる議論のひとつの到達点であると言
ってよい。「社会的剥奪」とは，平均的な個人や家族
が享受できる生活資源を著しく下回った結果，通常の
生活や慣習，活動などから排除されている状態にある
ことを意味する。
こうした議論をさらに発展させ，現代における貧困
概念として広く世界的に定着してきたのが，「社会的
排除」という考え方である。ここでは，貧困は人々の
社会参加を可能とするさまざまな条件が欠如した状態
として認識されている。こうした貧困概念の提唱者で
あるセンは，貧困線によって貧困を把握しようとする
考え方を「物質崇拝主義」であると批判し，人間に基
本的に必要な機能が働いているのかどうかを直接的に
問うべきであるとして，「潜在能力アプローチ」を提
唱した。センの言う貧困とは，個々人に与えられた選
択の幅や自由度が欠如している状態のことであり，そ
うした貧困認識によって，人々の潜在能力を拡大させ
ることの重要性を指摘したのである。
第２章「中国における格差拡大要因としての『改革・
開放』政策のあゆみ」では，中国における「改革・開
放」政策の展開過程を振り返りつつ，その背後に存在
した地域格差をめぐる問題が検討されている。中国に
おける経済改革はしばしば漸進主義と評されるが，こ
うした改革のもとでは，さまざまな分野で先進部分と
旧来のまま取り残された部分が同時に併存することに
なり，先進部分における経済改革の成功自体が格差を
拡大し，クローズ・アップさせることになる。
「改革・開放」政策の初期には，農村部において生
産請負制が普及して，農家の労働に対するインセンテ
ィブが引き出され，また郷鎮企業の発展が，農村部に
おける過剰な労働力を吸収する雇用の受け皿としての
役割を果たした。その結果，郷鎮企業の発展が農民の
農外収入の増加をもたらしたのである。郷鎮企業の発
展過程を振り返ってみると，農村経済に対する一連の
改革によって企業活動の範囲が拡大し，郷鎮企業の前
身企業においては経営自主権が拡大し，市場原理にも
とづく経営環境が制度的に整備されて，企業数や総生
産額も急増した時期から，インフレの昂進と社会秩序
の混乱等に対処するために，経済的な引き締めや調整
政策が採用され，その影響で郷鎮企業の多くが整理・
淘汰された時期を経て，９０年代に入ってからは，それ
まで自律的に発展してきた郷鎮企業を，経済発展や地
域間経済格差の是正のために利用しようとする動きが
見られるようになった。
他方，国有企業の改革も進められ，企業に対する自
主権の付与が順次行われていった。その過程で労働契
約制が導入されたために，労働市場には失業者が発生
した。こうした市場経済化の拡大の過程で，失業を背
景とした新たな貧困問題が登場してきたのである。
第３章「中国における貧困・格差対策の変遷」では，
農村部と都市部の貧困・格差の現状が概観されるとと
もに，そうした現状に対していかなる政策が採用され，
それがどのように実行されてきたのかが紹介されてい
る。農村部における貧困・格差対策は，主に土地請負
経営制度の実施を通じて，農民の労働に対するインセ
ンティブを引き出し，収入の増加によって貧困を削減
しようとした時期から始まる。その後，「貧困地域経
済開発指導委員会」という専門機構が設立されたが，
この時期に，中国政府は農村部に絶対的な貧困が存在
していることを初めて公式に認め，そのうえで貧困県
の租税負担を軽減し，資源開発プロジェクトを通じて
生活環境を改善し，就業機会を増やし，農家の所得を
増大させた。さらに，政府の援助対象は貧困県から貧
困村と貧困世帯にまで広がり，また援助資金も大幅に
増加して，三つの扶貧プロジェクトが実施されるに至
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る。近年は，貧困人口の多くが自然条件の劣悪な西部
地域に集中しているため，「西部大開発」が実施され，
西部地域の発展に力が入れられた。他方，都市部では
国有企業の民営化によって失業者が生まれ，農村部か
ら「農民工」が出稼ぎに来たこともあって，所得格差
が拡大した。また戸籍制度の影響によって格差がさら
に拡大していくことになった。
中国における貧困対策の変遷を振り返ってみると，
貧困対策の成果とともに限界も浮かび上がってくる。
具体的に言えば，設定された貧困線があまりにも低す
ぎるのである。また，政府は生活物資やサービスの提
供に終始し，これらを受け取る地域社会の側での管
理・運営能力が不十分であったために，貧困層は貧困
対策の恩恵に十分に与れなかったのである。このよう
な現実を踏まえて，貧困層の社会経済的側面に対する
支援の必要性が認識されはじめた。こうして，生存保
障という基本理念に立った貧困対策が講じられるよう
になり，教育の重要性が認識されることになった。
第４章「『転換期』中国における貧困の現状」では，
中国における一連の「改革・開放」政策のもとでの貧
困と格差の状況について考察されている。中国経済が
急成長を遂げた一方で，資源の不足や環境の破壊，貧
困・格差などの問題が表面化して，ますます深刻な社
会問題と化していることはよく知られている。そのこ
ともあって，経済成長，貧困，そして不平等（所得格
差）の「三者関係」に関する論考が注目されるように
なってきており，「貧困者のための経済成長」といっ
た新たなタームも生まれている。中国の長期にわたる
経済成長の要因を成長会計分析の手法によって解析し
てみると，全期間をとおして，１人当たり資本ストッ
クの増加が，経済成長への寄与度のうえで最大の要因
であったことがわかる。
しかし，こうした「粗放型」の成長パターンによっ
て高成長を維持するには限界がある。経済の持続的な
成長のためには，人的資源の質を向上させることが必
要不可欠なのである。都市部と農村部の経済格差や省
間の格差，階層間の格差の現状を，所得，消費，医療
などの側面から分析してみると，経済格差が拡大しつ
つあることは明らかである。都市部におけるジニ係数
は８０年代後半以降拡大傾向にある。他方，農村部にお
いては全体として貧困状態から脱してはおらず，それ
故ジニ係数から見た格差は都市部ほど拡大していない。
また全国で１億人を超えるといわれる「農民工」の貧
困問題も深刻さを増している。
第５章「広東省における農家経済生活調査の諸結果
と生活の特徴」では，この間急増した「農民工」が生
まれてきた背景の一端が，著者が独自に手がけた実態
調査によって明らかにされている。二重経済構造の下
では，農村部における過剰な労働力が排出されること
になるが，その排出圧力が大きかったが故に，移動先
は農村部の非農業部門から都市部に広がった。その背
景を明らかにするために，４００世帯の農民を対象に生
活実態調査が実施され，さらにそのうちの８世帯を対
象にインタビュー調査が実施された。
調査結果から得られた主要な結論は次の二つである。
第一に，調査対象地区の人々の４割（世帯主と配偶者）
が小卒で教育水準は低く，それにも規定されて農業に
従事している者が５割と高い。そのために，１人当た
り月額２００元以下の世帯も一定数存在し，所得水準も
低い。第二に，義務教育における「雑費」（教育費の
自己負担分）や高校や大学への進学に要する費用が，
農家の家計を大きく圧迫する要因となっているために，
進学を断念する人々が多く，そのことがまた彼らの教
育水準を低めている。低い教育水準と低い所得水準が
悪循環の構造を形成しているのである。
第６章「結論」では，これまでの分析結果を踏まえ
て，中国における貧困対策の方向性が検討されている。
貧困層は，自らの生産と生活に必要とされる基本的な
生活資源を部分的にしか享受できず，またそうしたも
のへのアクセスがきわめて難しい状況に置かれている。
こうした現状では，貧困対策のための政策プログラム
が十分に機能するとは思われない。十分な教育を受け
られないこと，あるいは教育を受ける機会さえも与え
られないことは，人々の貧困からの脱出を困難にする
最大の要因である。人々は自らの潜在能力を発揮する
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ことができなくなり，十分な報酬のある雇用機会に恵
まれなかったり，自ら事業を起こす能力を培うことが
制約され，そのことがまた貧困の主な原因となってい
くのである。しかしながら，教育を受けるためには教
育費用がかかる。それどころか，貧困層の子どもたち
は家計補助のために働かざるを得ず，就学の機会さえ
もが奪われているのである。こうした悪循環によって
格差は拡大していくことになる。
貧困対策のための政策課題としては，教育や職業訓
練等による「社会的能力」の育成こそが重要であるが，
そうした方向に政策転換していくためには，これまで
の政策が十分に効果をあげることができなかった原因
を，あらためて検討し直してみなければならない。問
題は，これまでの貧困対策を支えていた貧困概念自体
にもあるように思われる。「社会的能力」の育成は，
社会の公平性を実現するうえできわめて重要な要素で
あり，国民経済の均衡の取れた発展にも直結している
と言うべきだろう。そして，誰もが「社会的能力」の
育成機会にアクセスできるためには，その「公共性」
が担保されるべきである。
３．論文の評価
本論文は，近年とみに大きな注目を集めるに至った
中国における格差・貧困問題を正面から取り上げてい
る。この問題は，ホット・イッシューであると同時に
きわめて広範囲にわたる大きな問題でもあるために，
どのような切り口からどのような手法でアプローチす
べきかがまずは問われることになる。すぐに全体像が
見えるわけでもなく，またすぐに政策的な処方箋が書
けるわけでもないこうした複雑かつ多岐にわたるテー
マに，果敢に挑戦した著者の真面目な姿勢をまずは評
価しておきたい。また，官庁統計からは見えにくい貧
困と格差の実相を明らかにするために，著者は広東省
のある郷でアンケートによる生活実態調査とともにイ
ンタビュー調査を実施している。この調査の質に関し
てはいくつかの疑問も指摘されたところであるが，そ
れにもかかわらず，こうしたなかなか労力を要する実
態調査を通じて問題に迫ろうとする研究姿勢自体は，
やはり評価されてしかるべきものであろう。
では，本論文における著者の結論はどのように評価
できるであろうか。著者の結論は，二つある。一つは
「社会的能力」の育成に関するものである。第１章に
おいて貧困概念の歴史的な発展過程をフォローし，そ
のうえで，現代社会における貧困把握にとってセンの
「潜在能力」アプローチを高く評価している。こうし
た立場から，中国における今後の貧困対策の課題とし
て，以下のようなことを指摘している。まず，教育や
職業訓練等による「社会的能力」の育成の必要性を指
摘していることである。従来，義務教育は識字といっ
た基礎的な学習能力を育成するものとして位置付けら
れてきた。しかしながら，何らの職業経験を持たずに
初めて労働市場に参入する労働者は，インフォーマル
な就業者となるケースが多い。それ故，彼らを対象と
した職業訓練を推進するための制度を確立し，職業能
力の向上に努めることが必要であるという。それに加
えて，中等教育（義務教育）修了者を対象とした「中
等教育から職業への移行」に関するプロジェクトの必
要性が提言されている。義務教育の修了後，個人が職
業訓練を受けあるいは普通高校に進学することを，本
人自らの適性に応じて多様な道を選択できるようにす
る。さらには，職業訓練を受けるための費用は，親の
経済能力に影響されないようにするためにできうれば
無償にすべきである。こうした政策によって，新規学
卒者の職業への円滑な移行が可能になるというのであ
る。
そのためには，戸籍制度を廃止して出身地域の違い
や教育費の負担能力の違いが，進学するかどうかの意
志決定に影響を及ぼさないようにしなければならない。
現状では，高校の授業料がきわめて高額なために，農
民や低所得層の生活が大きく圧迫されている。私学に
対する助成の充実や低所得層に対する学費の減免，奨
学金制度の充実などを図る必要がある。その財源は，
省レベルで統一して徴収し管理する教育税によって賄
われるべきであろう。こうした改革によって，地域間
の教育格差が解消されるという好ましい効果が期待さ
れるという。
もう一つの結論は，社会保障制度の改革に関するも
のである。著者は，ロールズの正義論を援用しつつ社
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会保障のありようを解釈するのであるが，それによれ
ば，すべての国民が職業等の特性とは無関係に，最低
限の所得または生活水準を保障されるべきであると考
えられると言う。そうした立場から，社会保障におけ
る財政を全国レベルで統一して管理することの重要性
を指摘している。貧困・格差からの脱却を通じて，持
続可能で活力ある中国社会を実現するためには，中長
期的に見て国民のためのセーフティネットとしての社
会保障制度を整備することは重要な政策課題であると
いう。とりわけ健康保険については，貧困層がアクセ
スできるような仕組みを構築しなければならない。具
体的に言えば，全国民を対象とする皆保険の考え方に
立って，社会保険方式から税方式に変更すべきではな
いかと思われる。高成長による成果を，国民に適正に
分配すべき時期にさしかかっており，それなしには，
貧困と格差が成長の制約要因になりかねないからであ
るという。
これらの政策提言的な結論は，未だ一般的な指摘に
留まっているとはいえ，内容的には十分に首肯しうる
ものであろう。わが国の歴史的な経験を振り返ってみ
ても，質の高い労働力の育成と国民皆年金・皆保険体
制の整備が，長期にわたる経済成長を促し，分厚い中
流階層を生み出したのである。貧困と格差の拡大を抑
制するためには，こうした対応が不可欠なのではなか
ろうか。それが社会の安定をもたらしてもきたと言っ
ても過言ではない。中国における格差と貧困が今以上
に深刻になった場合，社会統合の危機に見舞われる可
能性さえ否定できない。著者が指摘する先の二つの結
論がきわめて重要である所以である。
本論文の審査においては，さまざまな問題点も指摘
された。そのうちの主要なものを紹介しておこう。ま
ず，中国からの留学生である著者が，日本において母
国における貧困・格差問題を取り上げて研究する意義
はどこにあるのであろうか。こうした根源的な問が孕
む意味が十分には煮詰められてはいないようにも思わ
れる。国際的な視野から貧困・格差問題を研究するこ
とによって，中国における貧困・格差問題のありよう
を相対化し，客観的に分析できると著者は答えたので
あるが，本論文はそうした国際的な視野を十分には活
かし得ていないのかもしれない。それは，第１章にお
ける理論研究の成果が，第２章～第５章の政策分析や
実態調査にどこまで反映されているのかといった疑問
とも連動している。
さらには，タイトルにも「貧困・格差問題」とある
のであるが，この貧困と格差の関連をどう捉えるのか
という問題もある。わが国では格差から貧困へと問題
の重点がシフトしてきたが，では中国の場合はどうで
あろうか。広がった格差を埋めようとして高学歴化が
進行し，それが大きな教育費負担をもたらして貧困を
広げているとの報道もある。貧困概念の歴史的な発展
過程をフォローした第１章において，貧困と格差をめ
ぐる理論問題についてももう少し深めてみるべきでは
なかったかという思いが残る。
第２章から第４章の政策分析においては，「改革・
開放」政策が貧困・格差問題にどのようなインパクト
を与えたのかが，もう少しダイナミックに描かれても
よかったかもしれない。貧困・格差問題は経済成長か
ら取り残されたという視点から描かれるのであるが，
経済成長と貧困・格差問題の連関がいま今ひとつ明瞭
ではない。農民工の実態にさらに深く迫ることができ
れば，両者の連関がよりクリアになったようにも思わ
れる。また格差に関しては，著者は主に所得格差に関
する統計を利用しているのであるが，この間注目を集
めている資産格差についてもふれるべきであったかも
しれない。またところどころの叙述には，政府の認識
をフォローしているかのように思われる箇所が散見さ
れるし，時期区分についてもその意味が十分には検討
されていないところも見受けられる。政府の見解自体
をも研究者の視点をもって批判的に分析する姿勢が必
要であろう。
第５章の実態調査に関しては，こうした調査に取り
組んだ著者の意欲を評価し，その労を多としつつも，
いくつかの問題点が指摘された。まずは，調査の基本
である仮説が十分には詰め切れていないのではないか
という疑問である。著者の手による調査が，農村部に
おける貧困の諸相を明らかにしていることは間違いな
いが，それだけであれば既存の官庁統計を活用するこ
とでも可能である。どこが解明されない問題領域とし
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て残っているのか，このことを十分に意識しないで行
われるアンケート調査からは，興味深い論点はなかな
か生まれてはこない。より詳細なインタビュー調査が
実施できれば，調査の独自性はもう少し高まったのか
もしれない。その他細かな指摘にはなるが，データや
資料の蒐集，あるいはその扱い方に若干ラフなところ
も散見された。今後より慎重な取り扱いが望まれる。
４．結 論
上述のような課題を残してはいるものの，この間か
なり長期にわたって継続してテーマの解明に力を注ぎ，
限られた時間のなかで実態調査をも実施しながら，本
論文をここまで完成させた能力はやはり評価に値する
と言わなければならない。日本に留学した著者による，
日本における博士後期課程の研究成果であることを考
慮するならば，指摘されたいくつかの問題点は，あく
までも今後に残された課題として位置付けられるべき
ものであろう。そうであるならば，本論文は博士論文
としての最低限度の基準をクリアしているように思わ
れる。
したがって， 大忠氏の学位請求論文は，博士（経
済学）の学位に値するものと評価できる。
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